
給与適正化の主な取り組み（人件費は普通会計 退職手当除く）
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1,000 人

1,500 人

2,000 人

2,500 人
共済費他

その他手当

地域手当

給料

職員数

1000人当たり

7.63
7.53

地域手当10％→8％
      　  △120百万円

特殊勤務手当適正化
　　　　　　△60百万円

7.35

7.00

7.20

6.80

6.32

6.59

6.05

5.91

定員適正化計画
H17年2,121人→H22年2,000人

2,075

2,014人
1,989人

1,992人

①給与カット(1%～5%)
②職務段階加算50%カット
                  (H16.1～H19.3)
　              　△234百万円

③管理職手当5%カット
                  (H15.4～H19.3)
　                　  △8百万円

①給与カット(1%～3%)
                  (H19.4～H20.3)

②給与構造改革△4.8%
   効果額   H19△185百万円
   　　　　　  H20△237百万円
   　　　　　  H21△285百万円
   　　　　　  H22△325百万円

平成22年度

①地域手当8％→6％
        　△108百万円

②住居手当適正化
       　　 △37百万円

平成22年度
　　　1,975人

平成22年度
　　　　5.89人

職員厚生会負担金
　　10/1000→4.5/1000
　　　　　　　△40百万円

厚生会負担金 H22～
　4.5/1000→2/1000
　　　　　　△13百万円
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平成１５年度

平成１７年度

平成１９年度

平成２０年度

平成２２年度

○給与カット（Ｈ１６．１．１～Ｈ１９．３．３１）
部長５％、次長４％、課長３％、副主幹以下１％
期末勤勉手当 職務段階別加算５０％カット

○給与構造改革実施
平均４．８％の引き下げ

○地域手当１０％→８％

○地域手当８％→６％

○特殊勤務手当
２９手当を業務分野別に７種類１７手当に統合
96,000千円→36,000千円

給与適正化の主な取り組み

○給与カット（Ｈ１９．４．１～Ｈ２０．３．３１）
部長３％、次長２％、課長１％

○住居手当の適正化 Ｈ２２～Ｈ２４ △2,500円×３ヵ年＝△7,500円

６０百万円６０百万円
効果額効果額

H19=H19=１８５百万円１８５百万円 H20=H20=２３７百万円２３７百万円

効果額効果額

H21=H21=２８５百万円２８５百万円 H22=H22=３２５百万円３２５百万円

１２０百万円１２０百万円
効果額効果額

１０８百万円１０８百万円
効果額効果額

３７百万円３７百万円
効果額効果額

平成１８年度

○厚生会負担金10/1000→4.5/1000

効果額効果額
４０百万円４０百万円

○厚生会負担金4.5/1000→2/1000 効果額効果額
１３百万円１３百万円

効果額効果額

HH1515==３７百万円３７百万円 HH1616==２５７百万円２５７百万円
HH1717==２５７百万円２５７百万円 HH1818==２５７百万円２５７百万円

○管理職手当５％カット（Ｈ１５．４．１～Ｈ１９．３．３１）
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雇用形態別人件費≪一般会計ベース（退職手当除く）≫

1,349 人
1,341 人

1,329 人

1,307 人

1,284 人

1,236 人

1,219 人

1,192 人

1,150 人

1,136 人

1,349 人
1,341 人

1,351 人

1,325 人

1,304 人

1,270 人

1,248 人

1,228 人 1,229 人 1,232 人

8,000百万円

9,000百万円

10,000百万円

11,000百万円

12,000百万円

13,000百万円

14,000百万円

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

1000人

1050人

1100人

1150人

1200人

1250人

1300人

1350人

1400人

嘱託人件費

アルバイト人件費

再任用人件費

正職人件費
（再任用除く）

正職（再任用含む）
人数

正職（再任用短時間
勤務を除く）人数
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